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　　6　統計的差別の検証　　BielbyとBaronの研究を中心に
　第5節の最初でも述べたように，職業における男女分離（sex　segregation）
を説明する理論には，おおきく分けて統計的差別論と差別嗜好論（以後，偏
見説とよぶ）がある。現実におきている差別がどちらかのタイプの差別かに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）よって，差別をなくすためにとる方策が異なるため，たしかな実証結果が必
要とされる。ところが，シグナリング仮説全体としてもそうだが，統計的差
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2｝別にかんする実証的なテストはむずかしい。たとえば，次のような計量経済
　　　　　　　（3）学的研究がある。経営者は，労働者の過去の離職率の結果にもとづいて，将
（1）拙稿〔28〕第5節，サロー〔23〕訳書241－245ページ。
（2）　Schwab　（22）　p，　233．
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来の離職パターンを予測し，行動する。そのため，人的資本蓄積の結果であ
る収入は，離職率の低いグループが高くなり，離職率の高いグループが低く
なる。これが統計的差別だとして，その検証のために，収入を離職率のほか
教育，経験，人種などの変数で回帰させる。その結果，離職率の係数が男女
とも負であるだけでなく，女性のほうが係数の値が大きい。ゆえに，女子に
おける離職率による収入の引下げ効果が大であるとして，統計的差別が検証
されたとしている。しかし，このような論理のたて方，検証のしかたは余り
にも大ざっぱすぎるように思える。彼らのように解釈できないこともないが，
たとえば，経営者が「女というものは，腰かけ的に仕事をし，すぐやめるか
ら，賃金は低くてよい」というような偏見をもっていて，それが生み出した
結果かもしれない。統計的差別仮説のポイントは，経営者は偏見をもってい
ないが，ひとりひとりを識別するコストが高すぎるので，性などをシグナル
とする，ということにある。こういつた点に正面からせまる研究でなければ
ならない。
6－1　ビールビィとバロンの議論
　かなり綿密なデータ操作をし，統計的差別の検証に取り組んだのが，社会
　　　　　　　　　　　　　　（4）学者のBielbyとBaronである。
　Bielby＝Baronによれば，性による分離（sex　segregation）を，職業別に
　　　　　　　　　　　　（5）しらべている研究は多いが，職業をどのレベルまで細かくとるかによって，
結果が大きく異なることに注意を喚起する。かれらが，使用したデータは，
カリフォルニア職業分析センター（California　Occupational　Analysis　Field
（3）　Ragan＆Smith　（20）．
（4＞Bielby＆Baron　〔7〕〔8〕，　Baron＆Bielby　〔3〕。論文〔7〕を中心とする。
（5）たとえば，経済学ではBergmannの混雑仮説が有名で，簡単な説明は〔6〕Appendix
　B。社会学にも多くの研究があり，England〔11〕によると，1900年から1976年にかけて，
　segregationの度合は，ほとんど変化がないか，わずかに減少している程度である。
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Center　of　the　U．　S．　Employment　Service）による1964年から1979年までの
カリフォルニアの290の企業のデータである（以下，これをカリフォルニア・
データとよぶ）。このデータで男女の職業別構成を，職業分類の細かさをかえ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）て比較してみる。まず，通常つかわれる7大分類である。つぎにカリフォル
ニア・データの455の職業に，アメリカ労働省作成の『職業名辞典』（1）ictiona7　y
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛7）of　OccuPational　Titles；以下DOTと略す）の3桁分類で調整をほどこすと，
645と数がふえる。つまり，7大分類と，3桁分類による645の職業，そして
カリフォルニア・データにある10，525職務について，男女構成を比較する。
　分離の尺度としては，よく使われる分離指数（index　of　dissimilarity；
Duncan＝Duncan〔10〕），すなわち性による分布が平等になるために移動し
表1　カリフォルニア・データによる男女分離
分 離　指 数
（1＞ （2） （3） （4）
職業大分類 労働者数 女子比率 職業数 職務数 （5＞ （6） （7）
3桁職業 職　務 大分類
1専門的
@　技術的職業 3，597
5多
59 1，035 70．7 94．4
2管理的職業 2，879 ユ9 20 1，602 48．4 86．03熟練生産労働者 14，744 4 190 1，860 89．4 98．9
4半熟練・不熟練
@　生産労働者 14，308 29 1982，606 68．6 96．9
5事務的職業 10，115 42 97 2，644 67．7 95．1
6販売の職業 11，805 18 33 16985．1 93．3
7サービスの職業 3β90 20 48 609 73．7 96．1
計 50，838 21 64510，525 75．1 96．3 36．5
（出所）Bielby　and　Baron〔7〕Table　3（p．778）などより．
なければならない女子（男子）の比率をつかう。結果は，表1の（5ト（7）欄に
ある。説明するまでもないが，7大分類では，36．5％の女子が再分類，つま
（6）EEOCが企業に報告を求めるのは9分類だが，
　のが2つあり，7分類にしている（〔7〕p．765）
DOTと調整する際に困難のあるも
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り適当な職業のところへ移ればよいが，3桁分類では4分の3，職務レベル
では，ほとんどの女子が移動しなければならない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）　このことは，職務レベルにおける研究の必要性をつよく示唆する。大ぐく
りの職業で，男女平等化がすすんできたとしても，ひょっとすれば，職務レ
ベルでの分離がすすんでいるかもしれない。おなじバス運転手でも，女子は
スクール・バスに，男子は都市間運行バスに多い。また，給仕についても，
高級レストランは男子が，大衆レストランは女子が多い。これらの職業で，
統計上，分離がすくなくなってきても，職務レベルでのsegregationが，どん
どん進む可能性がある。つまり，集計によるバイアスが性による分離を過少
評価する可能性があるので，職務による分離（job　segregation）をみなけれ
ばならないということである。
　そして，いよいよ統計的差別モデルの準備に入るわけだが，彼らは男女混
合職業（mixed　occupation）にしぼって分析をおこなう。“mixed”の定義は，
その職業に占める男性の比率が20％から80％の職業である。男女混合職業に
焦点をおいた理由を以下に述べる。
　当初は，性による分離パターンのちがいを説明する要因を，通常の回帰分
　　　　　　　　　　　　　　（9）析で明らかにする意図であった。ところが，カリフォルニア・データでは，
（7）調整については，〔7〕pp．765－6。
（8）不平等や階層化の研究において，職務レベルの分析が必要なことは，彼らのかねてか
　らの主張である。労働組織の研究に必要とされる，社会組織のレベルと分析単位の関係
　を下表のようにとらえている（Baron＆Bielby　〔2〕p．743）。
社会組織のレベル 分　析　単　位
社　　会 経　　済
制　　度 部門（市場，産業）
組　　織 企　　業
役　　割 職　　務
個　　人 労働者
（9）　（2）　p，　237
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42％の企業が，3桁分類の職業レベルで性による完全な分離が生じており，
　　　　　　　　　　　　　　（10）分離指数の中位値は95．0である。．そして男女双方のいる職務は，労働者の1
割未満にすぎない。このデータは保険，トラック輸送，建設，小売業で平均
よりサンプルが少なく，これらの産業は平均より男女分離が激しいと考えら
れる。つまり，カリフォルニア・データでは，平均的な分離より過小評価さ
れやすい。そのデータにおいてさえ，これだけの性による分離が存在する。
そのため，全体的に回帰をおこなっても，定量的に分散を説明するのはむず
かしい。そのため，男女混合職業にしぼり，その中で企業がどのように職務
での分離を生み出していくかを探ることにした。
　以上の技術的理由のほかに，男女混合職業で分析するメリットは，社会化
（socialization）や自己選択などによる職業選択といった供給側の要因を減ず
ることができることにある。統計的差別論は，基本的に需要側の経営者行動
を説明する仮説である。ゆえに，そのテストとして，男女混合職業を対象に
するのは，正当な手続きであろう。
　さて，男女混合職業は，645の職業のうち84職業あり（労働者の24％），そ
のうち4つの職業が1つの企業にしかないため，80の職業が対象となる。そ
のなかには，2，997の職務があり，男子5，771名，女子6，311名がいる。女子の
58％が男女混合職業にいるが，均等に分布しているわけでなく，事務サー
ビス，組立軽作業に集中しており，17％が5つの職務についている。
　かれらの統計モデルは，つぎのように定式化される。
　Pijk＝a十b1X」jk十b2Zk十uj十eljk・・（1）
　　　pijk＝企業kの職業jの職務iにおける女子の比率
　　　X　ijk＝職務の特性をあらわすベクトル
　　　Zk＝企業の特性をあらわすベクトル
　　　uj＝性別職務編成に影響するX，　Z以外の特性
（10）　〔7〕p．778のTable　4
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　　　e　ljk＝その職務に特有のorthogonalな確率的撹乱項
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛II）X，Zの具体的な変数については，表2にあるが，のちに述べる。この式よ
り，つぎの2つの式が導ける。
　　（Pijk－P・jk）＝　b　i　（Xijk－X．jk）十　（eijk－e，jk）
　　（P・jk－P・j・）＝bi　（X－jk－X・j・）十b2’　（Zk－Z）十　（e・jk－e・j・）
　　　（注）・は平均をあらわす
　最初の式の（p」jk－P・jk）が，企業内の差であり，なぜその企業が，ある職
務に男子を多くつけ，他の職務に女子をつけるかを，探るためのものである。
表2　男女混合職業の職務において女子が排除される確率の決定要因（N＝2997）
独立変数 特　　　　　　　　　　性 係　数α 確　率b
企業特性
z1 企業規模（雇用の対数） ．20＊＊ ．05
Z2 労働協約の有無（0－1） ．59＊＊ ．14
職務特性
XL 専門性。（労働者数の対数） ，60＊＊ ．14
X2 訓練期間（1－7） ．29＊＊ ．07
X3 代数能力（1－4） ．33＊＊ ．08
X4 国語能力（1－4） 一　．70＊＊ 一　．17
X5 手先の器用さ（1－4） 一1．13＊＊ 一　．26
X6 事務的判断能力（1－4＞ 一　．58＊＊ 一　．14
X7 spatial　skill（1－4） ．52＊＊ ．12
X8 目と手足の調和（1－4） ．52＊＊ ．12
Xg 肉体的力，25ポンド以上持ち上げる（0－1） 1，45＊＊ ．32
Xlo 仕事の変化（0－1） 一　．27 一　．07
Xロ くり返し性の有無（0－1） 一　．39＊ 一　ユ0
　（注）X2＝1001．4　自由度22　　（訳注）x，については意味内容が不明
　α　最尤法
　b　独立変数1単位の変化を中位値で評価．
　c　高スコアがより専門化した仕事に対応するので符号は逆．
　＊　pく．05
＊＊　pく．001
　（出所）Bielby　and　Baron〔7〕p．783のTable　6などより．
第二式の（P・jLP・j・）は企業間の差で，同じ男女混合の職業であっても，な
ぜ，ある企業で男子を多くつけ，他の企業がそうでないかを，みることがで
きる。そして，blは職務の特性による効果，　b2は企業特性による効果をあら
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わしている。
　さて，説明変数であるが，Zの企業特性については，カリフォルニア・デ
ータでわかる。Xの職務特性であるが，　x　1の専門性については，その職務へ
の配罷労働者数の対数をとっている。つまり，労働者数が少なければ少ない
ほど，専門化の程度がたかいと考える。問題は，X2からXnまでの変数であ
る。これは，さきに紹介したDOTによる尺度を利用した。もともとカリフ
ォルニア・データは，DOT作成のために収集されたものである。ゆえにデ
ータの関連性がひじょうに大きい。たとえば，X2の訓練期間であれば「1」
の簡単な教示（short　demonstration　only）から「9」の10年以上までにわ
　　　　CIZ）けられる。ちなみに，X2からX11までのうち，　X2のみが直接的な尺度である。
x3からx8までは，問題とする職務をこなすのに，どれだけその能力（job　aptitude）
を必要とするかについての，DOTによる評価を示している。たとえば，そ
の能力について，上位10％の労働者が必要である職務は「5」，つぎの23％が
必要な職務は「4」とする。xl。とx11については，労働老の気質（temperament）
とでもいうべきもので，適応能力をはかるDOTの尺度である。たとえば，
（11）表2のほかに，次の説明変数があり，（1）式はそれら変数すべてで回帰させている。企
　業特性としては，プロセス産業かどうかの変数，職務特性としては，物を扱う複雑度，
　motor　coordination　aptitude（？），手（manua1）の器用さ（表2のx5はfinger），基準
　達成適性，対人交渉，指揮・統制・企画，の変数がある。表2掲載の変数は，後述の（2）
　式で回帰したものである。
　　このデータにおいて，どういつだ職務が，それぞれの職務特性でどのようにランクづ
　けられているかの具体例については，Baron＆Bielby〔2〕pp．755－758。2つの化学
　工場の例で，昇進ルートも同時にわかる興味深い事例である。
（12）この変数は企業特殊技能をはかる重要な変数だが，具体的には次のように測定されて
　いる　（Baron　・Davis－Blake＝＝Bielby〔4〕p．255）。　Employment　Serviceのアナリス
　トが，その職務に必要とされる，オリエンテーションの時間，工場内（in－plant）訓練日寺
　間，OJTの時間，他の職位で必要とされる訓練時間をみつもる。その合計が，　stspecific
　vocational　preparation“（SVP）として，　D　O　Tの尺度となる。
　　なおどういうわけか，（1×2）式の回帰ではx、が1から7の7段階になっている。かなり
　長期の訓練を要する職務が，男女混合職業に含まれていなかったためであろうか。
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Xl。は，仕事（task）が変わったときに適応しやすい職務かどうかという点を
はかる。0か1で測定する。Xgについて25ポンドをこえる物を持ち上げる力
となっているのは，カリフォルニア州では1970年以前，女子がそれだけ重い
物を持ち上げる仕事は禁止されていたためである。1971年以後，男女平等化
のうごきから，判決でその規定が廃止されたのだが，カリフォルニア・デー
タにしろ，DOTにしろ，職務レベルでその基準にもとづき調べられている。
　統計モデル（1）式によって回帰させると『（結果は〔7〕p．　780），ほとんどの
変数が有意である。しかし，（1）式のモデルは，女性比率が連続的な分布をし
ており，変数の限界的変化にしたがって女性比率も変化する，と仮定してい
る。そのため，（1）式の結果からすると，このサンプルの職務のうち63％が，
20％から80％の女子比率と予測されるのに，じっさいは6％の職i務が男女混
合の職務（mixed　job；女子比率が20～80％の職務）にすぎない。男女混合職
業の職務の54％は女性がゼロで，39％はすべて女性である。このような職務
のあいだにおける男女構成分布の不連続性をよりょく表わすように，（1）式を
ロジステック・モデルに変形して，
　Oijk＝exp　（a十biXijk十b2Zk）　…（2）
　　　o　ljk＝企業kの職業jの職務iにおいて女子が排除される
　　　　　　条件つき確率
とする。これの回帰結果が表2である。
　かれらが注目するのは，X3の手先の器用さと，　Xgの力の強さが，もっとも
大きい効果を与えていることにある。統計的差別理論によれば，採用時に，
将来の生産性が判定しにくい，あるいは判定に大きなコストがかかるため，
指標をもちいる。しかし，25ポンドをこえる物をもちあげる能力があるかど
うかなどを，個人レベルで測定するのは，コストもかからない。だから，経
営者は偏見にみちた採用をしている。表2の結果は，力のいる仕事は「男の
仕事」で，繰り返しが多く注意力を要する仕事は「女の仕事」というふうに，
経営者がふりわけていることを示している。これは，女性に対する経営者の
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ステレオタイプ化がもたらした採用慣行である，と彼らは主張する。
　彼らのモデルは，統計的差別論を直接テストした形にはなっていないが，
「経営者は偏見をもっていない」という基本的仮定を自明のものとして受け
いれられないことを，かなり示唆したとしている。この仮定の疑わしさを，
他の資料（case　materials）でも確かめようとしている。それは，　U．S．　Employment
Serviceのアナリシストたちが行った，女性雇用に関する企業とのインタビュ
ー結果（narattive　report）の検：討による（〔7〕Appendix　A，B）。これは，
さきのカリフォルニア・データの290企業のうち153の企業について，まとめ
たものである。これによると，経営者が女子をその職務につけない理由に，
力が必要なことをあげるものが多い。逆に，ルーテ4ンで細心の注意を要す
る根気のいる仕事は，女子にむいているとする企業が多い。ところが，経営
者があげた力のいるという職務も，細かい職務分析によると，激しく体力を
使うものでないことがわかっている。
　象徴的なのは，25ポンドをこえる物を持ち上げる職務への女子就業禁止規
定の廃止前後での変化である。たしかにインタビューで，その規定に触れて
いるケースは，1965－1970年の45％から1971－1979年の24％に減少している。
ところが，1970年以前と以後で，変数Xgをわけて6ると，以前の係数が1．1，
以後の係数が2．6で，むしろ廃止後，力の強さの男女構成におよぼす効果がつ
よまっている。このことからも，いかにステレオタイプ化が根強いかを強調
している。
　以上，まことに説得力があり，用意周到な統計的差別論にたいするBielby
とBaronの検討を紹介した。かれらの議論にコメントをくわえるまえに，男
女分離は供給側の行動で説明できるとするポラチェックの議論を簡一単にみて
おこう。
　6－2ポラチェックの議論
　ポラチェックはじめシカゴ学派では，家・事労働も生産をおこなっていると
いう立場から，家計生産関数をかんがえる。そして，妻の家計生産価値が市
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場労働の価値より大きければ，専業主婦となり，逆であれば働きに出る。
　そこで伝統的に女子が家事・育児責任を負うことから（これも比較優位か
ら導く），女子のほうが一般的に労働市場をしりぞく確率がたかい。そこで女
子はみずから人的投資量が少ない職業，すなわち賃金の低い職業を選択する
（Polachek〔18〕〔19〕）。また，たとえ人的投資をおこなうにしても，女子が
投資する技能は，どこの企業でも通用する一般技能についてなされることに
なる（Mincer＆Polachek〔！6〕）。すこし同義反復的論理のようなところも
あるが、じっさいビールビィとバロンも，後者の議論が農業や不動産業の女
子に適用できるとしている（Baron＆Bielby〔3〕pp．140－41）。
　このような労働供給側を重視する議論によれば，女子が，いまの賃金が低
く昇進可能性の小さい職業を選んだのは，みずからの合理的選択であり一，社
会的にみて不都合なことはない。これに対してEngland〔12〕のもっともな
批判もあるが，ポラチェックの指摘は，すべて男女分離を経営者や資本家の
せいにする議論の弱点をつくものである。
　では，ビールビィとバロンの議論の検討にうつろう。
　6－3偏見説の問題点
　まず，かれらの統計的差別のとらえ方だが若干の混乱がみられる。たとえ
ば，「経営者は，ある仕事は男，ある仕事は女に与える」（⑪とよぶ）という
統計的差別の仮定あるいは現象と彼らの事実発見はあうという。そして，経
営者行動が合理的・効率的だとする仮定と反する、といっている。だが，統
　　　　　　　　　　　　　　　　　（1　3）計的差別の仮定はあくまで後者であり，（D）は偏見説からも導きうる。かれら
は一貫して間違っているのでなく，正しく統計的差別を説明している箇所も
㈱　個別企業にとって効率的であることはは論者共通だが，社会全体をとってみると，ど
　うなるかは一致していない。Lundberg＆Startz〔14〕やSchwab〔22〕は非効率とな
　るケースが多いことを，モデルによって明らかにしている。ただ，第5節でも述べたエ
　イグナー＝ケイン〔1〕の定義（つまり，グループの平均の差を認めない）を踏襲して
　いる。前稿〔28〕の注35でも述べたように，個人レベルの統計的差別を考えたほうが現
　実的であるし，そのほうが経済的にも意味がある。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛1・d）あるのだが，よく上述のような説明の仕方をしている。たしかに，ポラチェ
ック説に対しては，（D）は統計的差別にちかい。しかし，自己選択などの供給
理論も統計的差別論と相互排他的でなく，むしろ親和的でさえある。つまり，
経営老のふたつのタイプの仕・事群の設定のもとでは，男女のシグナルをつか
う以前に，女性個人がキャリアの浅い仕事群を選ぶこともありうる。論理的
には，〈（α）2つのキャリア設定→（β）シグナルによる2つの労働銘柄の割りあ
て〉となるので，経営者が（β）の採用行動を発動する以前に，女子が（α）に反応
して，キャリアの浅い仕事を好んで選ぶかもしれない。この点は因果関係の
方向を決する問題で，最も論争となるところである。しかし，いずれにしろ，
彼らも言っているように，「性による分離を職業選択に帰する理論も，経営者
の悪意に帰する理論もひとしく単純すぎる」（Baron＆Bielby〔3〕p．247）。
とにかく，統計的差別のクルーシャルな仮定は，経営者の行動が偏見なく合
理的であることを確認すればよいであろう。
　このように統計的差別をとらえたうえで，彼らの統計モデルを考えると，
統計的差別仮説からすれば，表2のx2の訓練期聞などが，もっと説明力があ
　　　　　　　　　（15）ってよさそうである。またこれが決定的な点であるが，手先の器用さや持ち
上げる力がきいてくるのであれば，統計的差別が合理的な行動とはいいがた
い。なぜなら，彼らが言うように，力の強さなどを個人レベルで識別するコ
ストは，ほとんどかからないからである。
　日本の『女子労働者の雇用管理に関する調査』（労働省　1984年）によると，
女子をまったく配置していない仕事のある企業が63．0％ある。その理由をみ
ると（複数回答），「筋力を必要とする」が55．5％ともっとも多い。Bielbyと
Baronの議論にあいつうずるようである。しかし，当然のことかもしれない
（14）たとえば，〔7〕の要約の文章。
（15＞カリフォルニア・データでとれるのかどうかわからないが，実際の勤続年数を変数に
　すれば，どうなるか興味あるところである。
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が，女子を配置しない理由の選択肢のなかに，訓練期間や勤続年数に関する
ものはない。それらは，この調査では，配転や昇進の設問の選択肢のなかに
存在する。
　転居をともなう事業所間配置転換いわゆる転勤は，男子のみに行っている
企業が86．6％と圧倒的で，女子も行うところは少ない。ただ転居をともなわ
ない事業所間配転は，半分以上の企業で女子にも行っている。事業所内配転
であれば，むしろ「男子のみ」というのは少ない。そこで，定期的な配転つ
まり通常の人事異動を男子のみに行っている企業で，その理由をみてみると
（複数回答），「女子は補助的業務が多いから」が41．5％ともっとも多い。つ
ぎに「女子は配転を希望しないから」が35．9％で，「女子は勤続年数が短いか
ら」は19．3％と少ない。ただ，なぜ女子に補助的業務が多く，女子本人が配
転を希望しないかを考えると，統計的差別の論点や女子のライフコースにか
かわる論点をとりいれざるをえず，女子の短勤続が密接にかかわってこよう。
また，女子の役職の昇進機会がない企業が43．7％ある。その理由は（複数回
答），「女子の補助的業務の性格」が66．9％，「女子は勤続年数が短い」が44．7％
で，「管理能力，統率力が劣る」というのは9．1％で少ない。ここでも，なぜ
昇進機会のない補助的業務に女子をつけるかを考えると，短勤続か偏見かを
もちださねばならない。
　つまり，この調査において，「体力・筋力」によって，sex　segregationが
あると答えていても，キャリアやローテーションなどを考えると，統計的差
別つまり女子の短勤続によるjob　segregationの可能性は十分にあるというこ
とである。しかし，ビールビィとバロンの方法であれば，測定にコストのか
からない，力の強さとか手先の器用さが，有意でないということが，統計的
差別の検証になるのである。
　それでは彼らの統計的差別にかわる説明は，いったいどういうものであろ
うか。ところが全体として理解しにくい。たとえば「男は女よりも力が強い」
という言明は，その内容により，偏見説にも統計的差別仮説にも親和的であ
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る。かれらはステレオタイプ論の妥当性を主張しているようにみえる。「ステ
レオタイプ」の定義が社会学でどれほど厳密になれているのか知らないが，
彼らの主張の文脈からすれば，偏見説を支持しているとみた方がよさそうで
ある。かれらの発見も，偏見説と相いれる関係にありそうだ。
　しかしながら，やはりつぎの問題点がのこる。もし手先の器用さや持ち上
げる力をテストして，それにみあった男女個々人を採用する行動をとる企業
があらわれたとしよう。その企業は，ステレオタイプ化の企業に（男は力が
強いと思っている企業に），かならず競争で勝つはずである。ステレオタイプ
化の企業には，力の強くない男子，手先の器用でない女子が，かならず何パ
ーセントか存在するからである。たとえ在籍男子労働者の利害などを導入し
　　　　　｛i6）
て考えても，競争がもたらすはずの結果を予測すれば，偏見説では満足な説
明となりえない。だから，偏見説は実証よりも理論的に，現実の差別がつづ
いていく可能性を明らかにしなければならない。競争が阻害されている，と
いうのがすぐ思いつくが，なぜ阻害しているのかを経営者の利潤動機から導
く必要がある。利潤動機を前提としなければ，その経営者は長期的に駆逐さ
れるはずである。
　6－4性による分離とキャリア
　内部労働市場を前提とするかぎり，職務と職務のむすびつきを考慮にいれ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（17）ないと，性による分離も重要な点をみのがすことになる。なんらかの理由で
分離が生じていても，ある職務がその上位の職務と密接な関連をもち，たま
たま労働供給の状況から，上位の職務が男性，下位の職務が女性となってい
るかもしれない。図5で考えると，まず（ロ）の場合は，男女でまったく異なる
仕事をし，昇進ラインも異なるから，完全な分離といってもよい。ところが，
（イ）のような昇進ラインがあって，熟練の高い職務Aは，ほとんど男性が独占
㈹　この説に好意的なところもみせているが，同時に限界も指摘している（〔7〕p，79！）。
　認識に関する杜会心理学の適用にもっとも期待をかけているようだが（〔7〕p，792，〔8〕
　p．46）その道筋がよくわからない。結局は，偏見説のようである。
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しているが，かれらは職務Cからスタートし，その技能の蓄積のもとに，い
図5　内部労働市場の模型図
　　　　　くイ）
職務A
職務B
職務C
　　　　　男・女
　（注）　余電線音5カsh男．
?
（ロ1
女
ま職務Aがこなせる。そして職務Cは女子が多いとしよう。職務Aと職務C
をくらべて，この企業でも性による分離が大きいと結論づけることができる
であろうか。このケースは，ふたつの解釈が成立する。一つは，職務Cにい
る少数の男性がほとんど職務Aに昇進し，女性がほとんど脱落する場合であ
　｛18）
る。もう一つは，職務Cの多くの女性が昇進し，何年かのちに職務Aが，女
性が多数あるいは男女拮抗する状態になる場合である。前者で性による分離
とよんでよいケースもあろうが，すくなくとも後者のばあいには，性による
分離はない。だから，たとえ職務Aが力の要する仕事で，職務Cが力の要ら
（］7）性による分離の研究は多いが，昇進機会の有無といった観点からの男女の職務のちが
　いについては，「明らかに決定的な問題なのだが，体系的に研究されてこなかった問題で
　ある」（「25」p．228）。オスタ」マンは一つの企業に，3つのタイプの内部労働市場があ
　り，それぞれ工業システム（industrial　subsystem），クラフト・システム，第二次（secondary）
　システムと名づけている〔17〕。男女の問題を考えるときは，とくにこの区別が必要で，
　ある企業を何かのタイプの内部労働市場（あるいは異なる労働市場）としてしまうと，
　単純化の誤りをおかす可能性が大きい。オスターマンは，第二次システムのホワイトカ
　ラーの例として，多くの事務的職業をあげ，現在の仕事と将来の仕事との結びつきが稀
　薄であることを最：も重要な特徴としている。
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ない仕事であっても，後者のばあいだと，女子でも職務Aに昇進していく。
力の強さにこだわれば，職務C，Bをこなすうちに，鍛えられて，力が強く
なっていくと考えればよい。
　論理的にはこのような可能性があるし，たとえ可能性は小さくても，キャ
リア（＝昇進経路）を考えることは，性による分離の内容をふかく検討する
ことを可能にする。じつを言うと，彼らもキャリアの解明が重要なことを主
張し，分析をおこなっている。
　カリフォルニア・データの1965年から1979年について，100の企業の内部労
働市場をしらべている。そのうち性比率のわかる265の昇進ラインについてみ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19）てみると，60の昇進ラインのみに男女両方とも配置されている。つまり約8
割の昇進ラインが，性により完全に分離されている。また，この60の昇進ラ
インのなかで，真に男女統合されたライン（すべてのレベルの職務に男と女
がいる）は，10を数えるのみである。44は上位職務が男子のみで，6つのラ
インは，女子の昇進している職務に，女子しか配置されていないものである。
おそらくこの通りなのであろう。問題はこの事実をどう解釈するかである。
　具体例でみたほうが論点がはっきりするので，彼らが用意した，ある軍事
　　　　　　　　（20）会社の例をみよう。この会社には男女異なる昇進ラインがある（図6）。とこ
ろが入口の仕事である，女の「組立工（asselnbler）」も，男の「技能工（production
worker）」も，職務分析上はほとんど違いはない。唯一のちがいは，技能工の
仕事にときおり25ポンドをこえる物をもちあげることがあることだ。また，
むしろ女性の職務のほうが，教育年数が4年長く必要で，手先の器用さや訓
練期間が少し長いようである。ところが，次のステップである班長のLeadlady
とLeadmanを比べると，大きな違いが見出される。女子の場合，1人のLead・
㈹　図では，職務A～Cが同じ大きさになっているが，もちろん労働者数は，上へいくほ
　ど少なくなっていく，と考えたほうが現実的である。
（19）　（3）　pp．　269－70，
（20）以下，　〔3〕pp．241－245．
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1adyが55人の部下を監督しているのに対し，　Leadmanは8人にすぎない。い
いかえれば，女性の昇進可能性がきわめて低いということである。このこと
が，その上の職長（Foreman）や係長（Supervisor）の女性の少なさにもつ
ながっている。
図6　ある軍事会社の昇進ライン
Supervisor　男14：女0
Foreman男32：女3
Leadlady10 Leadman31
　Assembler　f　555　I　Production　Worker　1243
　　　女　　　　　　　　　　　　　　　　男
（出所）Baron＆Bielby〔3〕p．242より作成
　（注）調査時点は1970年．数字は人数
　この例を，彼らはおそらく偏見説を補強するものとして，呈示しているの
であろう。たしかに入口の仕事の内容がほぼ同じで，男の仕事のみが昇進し
やすくなっていれば，偏見説の証拠にもみえる。しかし，統計的差別仮説で
も無理なく説明できる。もし555人のassemりlerのうち8割が，みずからの意
志で結婚のためにやめるとする。のこった女性のなかから，Leadladyが選出
されるとすれば，昇進確率は男とほぼ同じになる。そして女子の場合は，入
離職がはげしいから，いつもメンバーがいれかわる。入口の仕事の内容がほ
ぼ男女でおなじであっても，メンバー固定のチームと，浮動メンバーのチー
ムの種類をつくっておいたほうが，現場の生産計画がたてやすい。誰がだれ
に，どの程度おしえるかが，2つのタイプで異なるからである。ゆえに，女
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子のなかには，ずっと働いてForemanやSupervisorになる意志をもつ者が
いても，平均的に女子の離職率が男子より大きいから，2つの昇進ラインを
　　　　　　　　el）もうけるのである。
　混雑仮説で有名な経済学者バーグマンも，最近著で昇進ラインをとりこん
　　　　　　　　　　｛22）だ議論を展開している。図7のような組織があったとき，なぜ上位の職が男
性に独占されていくかを，人事管理における3つの「分離コード」から論理
的に導き出している。その分離コードとは，
　（1）相手と対等に偶する場での男女の混成を避ける。
　②男性が女性に監督されることを避ける。
　（3）上位の職務へすすむための訓練入口を男性候補者にとっておく。
　このコードを前提とすれば，取締役などが男性になる論理は，たやすく導
ける。問題は，この3つのコードがどうして生まれたかにある。（1），②は偏
見説にちかい。（3）は偏見説でも統計的差別仮説でも導ける。じつをいうと，
混雑仮説も，なぜ男の職業と女の職業に労働市場で障壁ができるのかを考え
れば，どちらの説でも解釈しうる。もちろん，何度も紹介しているように，
ポラチェックのように，女性みずから喜んで選択したとも考えられる。バー
グマンは，ポラチェックらに対してはかなり批判を加えているから，この説
をとっていない。しかも分離コードの2つまで偏見説であるから，（3）も偏見
説による解釈なのであろう。バーグマンは，統計的差別論に好意的に述べて
　　　　　　　　（23）いる箇所もあるが，全体としては偏見説論者であろう。しかし，（1）や（2＞のコ
ードは，事実であろうか。アメリカではそうかもしれないが，少なくとも日
本では（バーグマン自身の理解とは全く逆に），男性は有能な女性と対等に接
するし，部下としても働く。だから，（3）について争うしかないのである。
（21）もし，この会社でAssemblerとProduction　Workerの賃金に差があってもおかしく
　ないが，Leadmanの賃金がLeadladyの賃金より高ければ，明らかに賃金差別である。
　むしろ，部下の数からもLeadladyのほうの賃金が高くなければならない。もちろん，仕
事の内容がちがえばLeadmanの賃金がたかくてよい。
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図7　概念的昇進ライン
取締役ll
秘　・書
??
取締役IA 取締役IB
　　　監督ライン
ー……一一 ｸ進ライン
　　　対等の関係
秘　書 秘　書
（出所）Bergmann〔6〕p．115のFigure　5－2．
　（注）各レベルにおいて，Aはライン機能，　Bはスタッフ機能をもつ．
　これまでの議論からもわかるように，たんなる昇進ラインの解明のみでは，
統計的差別仮説の是非の決着はっかない。BielbyとBaronが6－1節で見せた
ような，かなり工夫した検証法が必要とされる。
（22）Bergmann〔6〕pp．114－116。なお，この本の日本女性にたいする誤解ははなはだしい
　（p．15，pp．272－73）。日本を紹介した文献がひどいのであろうが，貿易摩擦などに利用
　される危険性がある。
（23）　（6）　pp．　113－114．
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　6－5　まとめ
　統計的差別の検証法として，BielbyとBaronの方法は画期的なものであろ
う。6－3で述べた理論的な問題点があるにしても，ある意味で，いまのところ
実証面では偏見説に軍配が上がっているといってもよい。筆者は基本的に統
計的差別仮説を信ずるものだが，彼らに対抗する証拠を出さないかぎり，説
得力は落ちる。日本に，カリフォルニア・データやDOTなどがないと言っ
てしまえば，おしまいになる。彼らも，かなり工夫して見出したデータであ
り方法だから，日本の既存統計やデータで，あらたな工夫が必要とされる。
　なお本節では問題点を明らかにするため，統計的差別説→短勤続，偏見説
→力の強さなど，と対応させた。統計的差別は，それだけでなく，図4－B
（〔28〕p．126）のような男女の能力分布のちがいがあれば成立する。これも
また実証しにくい。
7．女子訓練投資の回収
　7一一1性による分離のない職場
　性による分離は，洋の東西をとわずあまねく見られる現象であるが，5節
でも述べたように，そうでない（あるいは，分離が少ない）職場もある。わ
たくしが「新タイプの人事処遇制度」とよぶ企業でも，上位の職務は男性が
占める割合が大となる公算が大きい。しかし，そこでは性による分離はない
と考えたい。その理由は，男女ともに同じ訓練機会があり，昇進機会が開か
　　　　　　　　　tz4）
れているからである。
　BaronとBielbyも，相対的に分離の少ない企業（desegregated　establish・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（25｝ments）について，4つのタイプをあげている。
（24＞拙稿〔27〕。図5一（イ）のケースの第一の解釈でも，分離はないとする。
（25）　Baron　＆　Bielby　（3）　pp．　239－241．
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（1）　’1生にもとつくdesegregation
　　男女おなじ仕事内容だが，任務力牲により分離している。たとえば語学教室で，男
　生徒には女教師が，女生徒には男教師がわりあてられる。
（2）名目上のdesegregation
　　零細企業では，1人目も女性がいると分離指数が小さくなる。しかし，たとえば男
　2人，女1人の販売員の店でも，商品や交代制などで労離が生じているかもしれない。
（3）空間上のdesegregation
　　男女おなじ仕事だが，多くの地域に立地している企業で，女子の管理職のいるのは
　女子の部下のみのオフィスといった不動産業などが例。
（4）組織上のdesegregation
　　（3）と同様のことで，同一企業のなかの異なる組織（organization）間で生じている。
　たとえば，Mennerick〔15〕による旅行代理店。
　この4つのタイプの説明をみてもわかるように，彼らはdesegregationの事
例を，ひじょうに否定的にとらえている。わたくしが「新タイプの人事処遇
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　tz6｝制度」という概念を生み出した事例であるスーパーの婦人服売場のケースも，
ひょっとすれば，彼らの（4）のタイプに分類されるかもしれない。つまり，衣
料品売揚はますます女子が多くなり，男子は食料品売場にまわされていく。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　e7｝売場ごとの異動の多いスーパーの例でも，食料品売場の正社貝は男性である。
だから，女子が昇進するとしても，部下に女子の多い衣料品課長とか秘書室
長などのポストにかぎられてくる。たしかに，そうかもしれない。しかし，
もし紳士服売場のチーフが男子，婦人服売場のチーフが女子で，衣料品課長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ca8）のポストを女子が昇進レースで勝ちとったとする。その結果，紳士服売場の
チーフの男子が，食料品売場にまわったとすれば，これらの現象は，性によ
（26）　才出＄高　〔26〕　〔27〕
（27）冨田〔24〕
㈱　ここでの職制は，冨田〔24〕のモデルにならう。
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る分離，あるいは組織上のdesegregationとはいいがたい。総じて，アメリカ
の分離に関する研究者は，ひじょうに女性の不利な立場を強調しすぎるきら
いがある（もちろん日本でもそうだが）。
　　問題は，5節でも述べたように，新タイプの人事処遇制度の企業で，いか
にして女子にたいする訓練投資の回収が可能になるかである。以下，次稿で
は，竹内宏氏の議論を参考にしたり，雇用の中断と技能との関係をみること
によって，この問題を考えていきたい。
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